
資料３

指定統計調査における調査方法等別の民間事業者の活用状況

調査の流れ

調査方法

周期 月 年 月 年 月 年
２年
以上

月 年
２年
以上

1 企画 1.1 調査研究 ○

1.2 標本設計 ○ ○ ○ ○ ○

1.3 経費措置

1.4 調査設計 ○

1.5 申請・届出

1.6 府省令等整備

2 実査 2.1 調査区設定 ○

準備 2.2 事務打合せ会議 ○

2.3 用品準備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.4 調査員任命

2.5 協力依頼

2.6 広報 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 実査 3.1 調査票記入(他計式)

3.2 調査票配布(自計式) ○ ○ ○※ ○

3.3 調査票取集(自計式) ○ ○ ○※ ○

3.4 苦情対応 ○ ○※ ○ ○

3.5 災害対応

3.6 調査書類検査・提出 ○ ○※

4 審査 4.1 調査書類受付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.2 書類検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.3 分類符号付け ○ ○ ○

4.4 データ入力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.5 データチェック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.6 疑義処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 集計 5.1 集計企画

5.2 集計プログラム作成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.3 演算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.4 結果表作成 ○ ○ ○ ○ ○

6 分析 6.1 分析・加工企画

加工 6.2 資料・データ収集 ○

6.3 分析・加工プログラム作成 ○ ○

6.4 演算 ○ ○

7 公表 7.1 報道発表・官報公表

提供 7.2 閲覧公表

7.3 報告書刊行 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7.4 ホームページ掲載 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7.5 案内・問い合わせ対応

7.6 提供用データ・データベース整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7.7 電磁的記録提供

7.8 個票データ提供
○ その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（注）１　平成20年３月末時点における指定統計調査の民間事業者の活用状況について、調査の流れ、調査方法

　　　　等別に整理し、１調査でも民間事業者の活用実績がある業務（当該業務区分の一部の場合を含む）に

　　　　ついて「○」を記した。なお、「※」を記した業務は就業構造基本調査の例。

　　　２　調査周期が四半期のもの及び国直轄の郵送調査で５年周期の１調査については、年に含めて整理。

統計調
査業務
の機能

○情報システムの開発、運用、保守

国直轄調査 地方公共団体経由調査

調査員 郵送 調査員 郵送



埋蔵鉱量
統計調査

法人企業統計調査（年次）

経済産業省企業活動基本調査

民間給与実態統計調査

科学技術研究調査

船員労働統計調査）

内航船舶輸送統計調査（自家用）

法人企業統
計調査（四
半期）

造船造機統計調査

経済産業省特定業種石油等消費統計
調査

木材統計調査（月次）

牛乳乳製品統計調査（月次）

石油製品需給動態統計調査

内航船舶輸送統計調査（内航）

鉄道車両等生産動態統計調査

郵送調査

－賃金構造基本統計調査

作物統計調査

海面漁業生産統計調査
（半年周期有）

農業経営統計調査

木材統計調査（基礎）

牛乳乳製品統計調査（基礎）

－自動車輸送統計調査

ガス事業生産動態統計調査

調査員
（職員）
調査

５年１年四半期月区分

【１ 国直轄調査】

（注） 一つの調査に複数の調査方法等がある場合、主な調査方法等に区分して記載したが、周期についてはそれぞれの欄に記載（ただし年次以外は
明朝体で記載）。

調査方法、周期等別の指定統計調査一覧調査方法、周期等別の指定統計調査一覧
（資料３参考）

１



地方公務員給与実態調査－－－個人

法人土地基本調査

［以下３年周期］

医療施設調査（静態）

社会教育調査

学校教員統計調査

患者調査

建設工事統計調査
（施工）

学校基本調査

学校保健統計調査

－建設工事統計調査（受注動態）事業
所・
企業

郵
送
調
査

事業所・企業統計調査

農林業センサス

商業統計調査

サービス業基本調査

全国物価統計調査

漁業センサス

工業統計調査

特定サービス産業実
態調査

港湾調査(乙種)

個人企業
経済調査

毎月勤労統計調査

小売物価統計調査

経済産業省生産動態統計調査

商業動態統計調査

薬事工業生産動態統計調査

港湾調査（甲種）

事業
所・
企業

国勢調査

住宅・土地統計調査

就業構造基本調査

社会生活基本調査

全国消費実態調査

国民生活基礎調査－労働力調査

家計調査

個人
世帯

調
査
員
調
査

２年以上（５年又は３年）１年四半期月区分

【２ 地方公共団体経由調査】

（注）１ 下線を付した調査は、市町村経由の調査。
２ 一つの調査に複数の調査方法等がある場合、主な調査方法等に区分して記載したが、周期についてはそれぞれの欄に記載。
３ 個別法に基づく届出等により作成される「人口動態調査」、「医療施設調査（動態）」及び「建築着工統計調査」は本表から除外。

２


